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１．はじめに 

当工事は、広島県三原市本郷町地内に切土量 72.7 万 m3、盛土量 77.4 万 m3、造成面積約 15.4ha、分譲面積

約 11.7ha の産業団地（2期・3期分譲分）を造成する工事である。約定工期が 9か月と短く、更に部分工期が

設定される厳しい工程条件であった。各工種において ICTを活用した施工の見える化による手戻り防止および

省力化を図った。その結果、1か月の工期短縮（実質 18 か月）を達成したので、その実績を報告する。 

２．工事における課題  

 当初工程を図－1 に示す。本工事は、

2020 年 4月 9日入札、5月 13 日落札者

決定のスケジュールで契約を締結した

が、分譲開始時期が決まっていたため、

工期延伸ができず、通常確保できる着

工前の準備期間がほとんど無い状態で

の着工となった。 

 また、部分工期が設定されており、

立地協定済みのエリアがある 2工区を

2021 年 6月末までに完成させるという

制約があった。しかし、2工区の計画標

高が EL.68.4m であるのに対し、3工区の当初計画標高は EL.58.0m と低かった。つまり、土工事は 3工区の低

標高部から仕上がる一方で、2工区の部分工期により、構造物は高標高部から仕上げる必要があるため、2工

区の構造物着手までには土工事を全て完了させる必要があった。従って、着工から伐採、防災工、土工までを

2021 年 3月末までの 10か月で完成させることが必須条件であった。 

３.工期短縮策のための施工計画 

土配計画については、前述の制約を踏まえ、①部分工期のため2工区の切盛土を優先して行うこと、②技術

提案における3工区最下流の盛土法面を先行施工することを基本とし、図－6に示すように、運搬距離が短い2 

各工種の工期短縮検討においては、ICT 技術を駆使して工事現況を「見える化」し、施工管理も含めた各工区

の盛土をキャリーワーク（23m3 級キャリーオールスクレーパ×2台）、運搬距離が長い 3工区最下流の盛土を

ダンプワーク（40t級アーティキュレートダンプ×2台）にて行う計画とした。 

また、コマツの「SC ドローン」および出来高・出来形管理

システム「SMART CONSTRUCTION」（NETIS：KT-150096-VE）

を活用し、日々の土工の進捗に加え、残土量を早期に把握

することを目指した。土工の進捗は、約 11万 m3/月を目標

とし、各機械ごとに日々の目標運搬回数を定め、管理する

計画とした。測量した現況地形データは、土岩境界の設計

標高が示された平面図を図－2に示すように重ね、岩盤判

定の立会を受ける箇所と切土場が干渉しない機械配置を

都度計画する際に活用した。 
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図－1 当初工程 

図－2 現況地形と設計平面図の重ね合わせ例 
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測量について、土工では

MC・MG（マシンコントロー

ル・ガイダンスの略）技術

を活用することで丁張不要

となるが、それ以外の作業

土工や構造物工の測量は、

従来作業に頼らざるを得な

い。そこで、その前準備と

なる作業（図面の確認、測量計算、仮基準点の作成等）に着目し、工程短縮策を検討した。 

検討の結果、作業土工については測量の精度を考慮してGNSS（全球測位衛星システムの略）ローバーを用い

た省力化を図った。また、スマートデバイスを活用し、位置出しにCADアプリ「DWG FastView」を用い、測量

したい位置の座標をCAD図から現地で抽出することで、測量計算等の準備作業を省力化する方針とした。水準

測量では、デジタル野帳「eYACHO」（NETIS KT-180030-VE）を活用した（写真－1）。 

４．施工実績  

土工は、2020 年 9月 1 日に着手して 2021 年 3 月 27 日に完了した。2工区で軟岩Ⅱが設計より 20m も高い位

置で出現し、後半の掘削作業に遅れが生じたが、硬岩は出現せず、リッパ装置付ブルドーザ（D9×1 台、D8×

1 台）と 1.4m3 級ブレーカを組み合わせ、当初予定どおりの 7か月で完了した。また、土工進捗に伴う現況地

形と設計図との重ね合せにより、岩盤判定や後半から並行した構造物工との干渉による手戻りゼロを達成し、

工程遅延を防止することができた。 

測量は、土工および土工に伴う小段排

水工以外の期間である 2020 年 6 月～8

月並びに 2020 年 12月～2021 年 10月に

実施した。準備や手戻りも含めた測量作

業に伴う現場の損失が 30 分/日発生す

ると仮定すると、前述の測量作業に掛か

る準備作業を省力化できたことにより、

上記損失の発生を防止することができ

た。測量期間全体で考えると、22 日（≒

26 日/月×14 か月×(0.5 時間/8 時間・

日)）損失するリスクを防止でき、工期

短縮に繋がった。 

以上の取り組みの結果、全体工程としては、図－3に示すように 1か月短縮できた。雨水排水工の着手前倒

しや道路工の効率化により短縮できた約 2か月の余裕工程を活用し、雨による損失や発注者および地元の要望

に柔軟に対応することができた。 

５．まとめ  

 今回は、重機施工エリアとそれ以外のエリアとの完全分離を実施し、安全面でも大きな成果を得たと考えて

いる。その他、排水工などの先行施工や工程遅延工種の排除を予め実施し、ICT による施工も絡めて工期短縮

を図ることが出来た。途中天候不順や豪雨被害により工程の手戻りも発生し、発注者要望による追加発注工種

等もあり、工期短縮は小幅なものとなったが、発注者からの工事評定点での高評価に繋がった。土工事におい

ても、当初計画通り 7か月で完了できたのは、協力会社の積極的な支援（特に早出残業）や地元の住民の方々

の工事に対する理解を得たことも大きく貢献している。 

写真－1 測量状況 

図－3 工程実績 
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